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資料１
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1 第六次国土利用計画（全国計画）の概要
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国土利用計画の体系
○国は、R5.7.28に国土形成計画および国土利用計画の全国計画を策定（閣議決定）
○県は、国土利用計画の全国計画を基本として県計画を策定する
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第六次国土利用計画（全国計画）の概要

制定 令和５年７月28日 閣議決定

目標
年次 令和15年度

基本
方針

①地域全体の利益を実現する最適な国土利用・管理
 ・地域管理構想の全国展開  ・所有者不明土地や空き家の利用円滑化

②土地本来の災害リスクを踏まえた賢い国土利用・管理
 ・流域治水の推進  ・事前防災、事前復興の観点からの地域づくり

③健全な生態系の確保によりつながる国土利用・管理
 ・ＯＥＣＭの設定・管理促進による広域的な生態系ネットワークの形成

④国土利用・管理ＤＸ
 ・地理空間情報等のデジタルデータ、リモートセンシング等の
  デジタル技術の徹底活用

⑤多様な主体の参加と官⺠連携による国土利用・管理 4



地域管理構想について

地域管理構想の事例（長野市中条地区）

○人口減少社会に入り、「低・未利用地」「空き家」「農地の荒廃」など、管理が行き届か
 なくなる土地が発生 →優先的に維持したい土地の明確化や、管理方法の転換等が必要
○住民自ら地域の将来像を描き、土地の管理のあり方などを地域管理構想図・行動計画と
 して整理

地域管理構想図

・まとまったエリアごと
 に今後の土地の使い方
 をゾーニングした地域
 管理構想図を作成

＜ゾーニング＞
①積極的に維持するエリア
 （棚田など）
②手のかからない方法で管
 理するエリア
③必要最小限の管理エリア

行動計画

・地域づくりの取組やルールの内容
 を具体化した行動計画を作成し、
 10年後も土地等を維持・継承で
 きる体制・しくみを構築

＜地域づくりの取組＞
 ・地域外の人への魅力発信
 ・地域外から人を呼び込む
 ・放置されない土地利用・管理
 ・景観づくり ほか
＜ルール＞
 ・景観への配慮（太陽光パネル等）
 ・移住者へ草刈り等の共同作業を
  伝達
 ・転出する前に土地や建物の処分
  を相談 ほか 5



○麻機遊水池、○富士通沼津工場、
○住友ベークライト(株)静岡工場ビオトープ憩いの杜、
○あさひ・いのちの森

・保護地域の新規指定・拡張
・OECMの認定

ＯＥＣＭについて
○ＯＥＣＭ(Other Effective area-based Conservation Measures)とは、国立公園等の保護
 地域以外の生物多様性保全に貢献している場所（企業の水源の森、里地里山など）
○環境省が、企業・団体・個人・自治体などから申請を受け認定（R5～）

OECMのイメージ 認定の状況

＜世界目標「30by30」＞

＜県内の登録地域＞
○井川山林（静岡市）
・面積：24,372ha
・申請：十山(株) 

○住友不動産の森
（裾野市）
・面積：185ha
・申請：住友不動産(株) 

陸域：20.5％
海域：13.3％

2021年(日本)
陸域：30％
海域：30％

2030年
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・2030年までに陸と海の30％以上を保全する目標

R5上半期まで：122地域（県内7地域）

○サントリー天然水の森
 しずおか小山（小山町）
・面積：170ha
・申請：サントリーホールディングス(株) 



２ 静岡県国土利用計画 （第六次）
  策定スケジュール（案）
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静岡県国土利用計画（第六次）策定スケジュール（案）
R5 R6
〜3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

計
画
策
定

作
業

国
土
利
用

計
画
審
議
会

関
係
機
関

調
整

公
表

骨子（案）の審議 計画素案の審議 計画案の審議

骨子（案）の作成 計画素案の作成 計画案の作成

国交省事前協議

パブリックコメント

市町意見照会

国交省へ報告

公表

策定
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